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さて，以上のごとく整理されたBCカー ド (bankcredit cardの略称， 以下同じJ.
プランの仕組や性格に基づいて考えられるそれの銀行業その他に与える諸効果あるいは影
響を以下に順次あげ，かつ必要に応じて検討を加えてゆくことにしよう。
まず，消費者の立場からいえば，本プランは消費者信用サービスにおける一大変革とい
えよう。なぜならば，従来から各種機関が供与している種々の方式の消費者信用は，それ
らのうち与えられた信用を購買に用いるに当って便利な形態の信用は，当該信用を受ける
ことに比較的面倒であるか（例えば，現金貸付），逆に受信が便利なものは， それを購買
手段として用いるに当っては不便である（例えば，特定目的カードやチェック・クレジッ
ト）という受信面，利用面のいずれかにおいて短所をもつものであった。ところがBCカ
ード信用は，受信に際しての面倒さが全くないといってよい上に，その使用に当っても特
定目的カードや個人小切手（チェック・クレジットにおける）より，はるかに利用可能範
囲が広いという便利さをもつものだからである。いわば，それは従来の現金貸付とチェッ
ク・クレジットのそれぞれ長所のみをあわせもつものといえよう。
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さて，かかる便利さの増大は耐久消費財の購入に関してばかりでなく， 日用の衣料品と
かその他の雑貨類を中心とする非耐久財の購入にも，消費者をして賦払信用の利用をおそ
らく増大させるものと思われる。元来，賦払信用は単位期間の所得で購入するには高価に
すぎ，かつ少なくとも賦払期間中は所有者に効用を与えつづける財，すなわち耐久消費財
の購入に利用されることに合理的な根拠があり，非耐久財の購入には利用されるべきでな
いと一般に考えられてきた。それにもかかわらず，いま本プランは非耐久財の購入にも賦
払信用の利用を助長するであろうというのは，主としてつぎの理由に基づく。消費者が最
初，本カードで以て非耐久財を購入する際には，多分1回払いで返済するつもりであろ
う。しかし上記のごとき便利さの故に，そしてまた支払いをいつでも賦払に切替えうると
いう安心感の故に，つい不注意に1回で支払いうる額を超過するほどにカードで非耐久財
の購入を行ない，その結果結局返済を賦払いにせざるをえなくなるカード保有者が多くな
るのではないかと予想されることである。また，このようにして支出水準が一且上昇した
のちは，それを再びもとの低い水準に引下げにくいこaとからその後も同様のことがくり返
され，かくて非耐久財が大なり小なり常に賦払信用で購入されつづける可能性があるであ
ろう。もしかかる推測が正しければ本プランは賦払信用の利用対象に大きな変革をもたら
すものとなる1)。このように本フ゜ランは消費者の賦払信用の利用機会， したがってまた利
用額を飛躍的に増大せしめうるわけであるが，連邦準備制度をして本プランの発達は消費
・貯蓄パターンに重大な影孵を与えるであろうと述べさせたのも2), またB・ ファーネス
大統領消費問題顧問が本プランは信用の過大利用をひきおこすと警告したのも3)' おそら
くかかる諸効果の認識に基づくものと推察される。
つぎに・小売店に関するBCカード・プランの効果について述べよう。その 1つは，これ
まで各加盟店が独自に行なっていた掛売あるいは月賦販売業務のうち，信用供与にかかわ
るほとんどすべての業務が銀行に肩代わりされるので，信用販売に伴なう煩わしさやリス
ク及び資金ぐりの面倒さがいわば一切なくなり，しかも顧客に対しては従来通りの信用販
売の便宜を提供しうるという大きな利点がある。特に，従来金融能力や事務処理能力の不
十分さの故に掛売や月賦販売を行ないえなかった小売店に対しては，本プランは信用販売
サービスの提供をはじめて可能にするであろう。また非耐久消費財を販売する専門小売店
はこれまで月賦販売を行なうところが少なく，そこでかかる商品についても月賦販売を実
施している百貨店にこの面で負けをとらざるをえなかった。かかる小売店にとって，本プ
ランは百貨店に対する有力な競争手段の役割をも果しうるものと考えられる。
もう 1つ考えられる効果は，既述のごとくに消費者により多額の消費支出を助長するB
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Cカードは，それと表裏して当然に加盟店の売上げを増進させることである。ついでなが
ら，この効果は各加盟店にとってその他の小売店に対する有力な競争武器たることを意味
するが，この圧力が益々多くの小売店をして加盟店たらしめ，本プランを一層伸展させる
要素になるものと考えられる4)。
もっとも，加盟店になれば上記の諸利点を享受できるかわりに，カードによる販売高の
2~7%の手数料をカード発行銀行に支払わねばならない。けれども，かかる出費のおそ
らく大部分は自力で同種の信用販売を行なったとしても，金融費，事務費及び貸倒れ損失
などとしていずれにせよ負担されねばならないものであろう。それどころか，コンビュー
ターによる高能率一低コストの事務処理や，銀行間における加盟店獲得競争の結果として．
の可能的最低料率の賦課などで，独自に信用販売を行なった場合のコストより銀行の課す
手数料の方が，おそらくより低いものであろう。
かくて，本プランは要するにより数多くの小売店に信用販売を，したがってまたより多
くの種類・量の商品の信用販売を可能にする効果をもつのである。
さてつぎは，銀行業に特にかかわる効果・影響についてである。考えられる諸効果のう
ち最初に指摘されるべきは，公衆の現金需要を，また小切手の使用を減少させる効果であ
ろう。多くの論者が本プランの実施を以て，いわゆるチェックレスあるいはキャッシュレ
ス・ソサイエティー実現への第一歩と称しているのは，いうまでもなくこの故である。も
ちろん厳密にいえばBCカードはそれ自体，通貨に代わる決済手段ではない（小切手それ
自体がそうではないのと同様に）。けれども第3節において少し触れたごとく，本カード
は，それの使用によって生じる債務がただちに銀行の債務となるところから，加盟店にと
ってはいわば銀行引受手形あるいは銀行の自己宛小切手に等しい信用を有するものなの
で，単に個人小切手に代用されるばかりでなく，むしろ同小切手よりはるかに広範囲にわ
たって通用することからそれだけ現金の必要性を減ずるのである。ところでカードによる
取引もそれの法律上有効な決済は，第1段階の加盟店・カード発行銀行間においては売上
伝票を媒介手段としての当座預金で以て，そして第2段階の消費者とカード発行銀行との
間においては小切手を媒介手段としての当座預金で以てあるいは現金で以てなされる。す
なわち，消費者を中心にしていうならばこれまで購入の都度行なわれていた個人小切手あ
るいは現金で以ての支払いが， 1か月分まとめて個人小切手あるいは現金で以て行なわれ
ることになる。それ故に，本プランが今後いかに広範囲に普及しようとも，現在のシステ
ムのままでは，決してチェックレスあるいはキャッシュレス・ソサイ・エティーが実現する
わけではないことに注意を要しよう。かかる社会が実現するには，債権者・債務者間にお
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ける当座預金の移転がそれに先立つ小切手やその他の指図書の移送によることなく，例え
ばある種のコンビューター・システム（銀行とその顧客をコンビュータで結ぶオン・ライ
ン・システム）による預金のオートマチック・トランスファー機構が全面的に採用される
ことを必要としよう5)。つまりBCカードはチェックレスあるいはキャッシュレス・ソサ
イエティーの実現に必要な1要具たりうるが，十分な要具ではないということである。か
くて，さしあたり実現するのは lesscheckful societyあるいは lesscashful society 
であろう。その上現段階では，この "lesscheckful society"における銀行での事務量軽
減効果はほとんど無きにひとしい。というのは，本カードの利用で消費者の振出す小切手
し枚数はたしかに減少しても，これまで小切手及び現金で支払われていた加盟店の膨大な売
上伝票を，銀行は小切手の代わりに処理しなければならないからである。かくて正味，減
少するといいうるのは現金取引—したがって公衆の現金需要であろう。この効果は本プ
ランを実施ずる銀行ばかりでなく，実施しない銀行についてもそれらの預金に対する自発
的な現金準備率を多かれ少なかれ引下げることを可能にし，またある場合には新たな貸出
の結果として失なう現金額（フィリップスの用語でいえば C16)) を少なくする・効果をも
とう。さらにBCカード・プランを実施する銀行については，カード保有者がカードで以
て購入する先は一般にカード発行銀行に預金勘定を有する加盟店であるので，カード保有
者の預金の他行への流出額は，行内交換の増加によりさもない場合より少なくなるであろ
う。以上のことの結果としての必要準備率の低下，及び C1の減少が銀行業にとってもつ
意味は，いうまでもなく一定の過剰準備額に関しての個々の銀行及び銀行組織全体の預金
創造能力の増大である7)。
つぎに考えられる効果は，短期商業金融業務にかかわるものである。小売商が独自に掛
売や月賦販売を行なう場合の資金ぐりは，銀行や販売金融会社，ファクターその他の金融
機関からの受取勘定金融や仕入先からのいわゆる企業間信用に依存しているわけである
が，今後は加盟店に関するかぎりこの種の金融の必要性は減少し，したがって各種金融機
関の商業金融業務もまたそれにほぽ見合って減少することとなろう。ところで本プランを
実施する銀行においては少なくともこの減少分だけの，そして時にはさらに多くの消費者
信用の供与額における増加が一方においてあろうが，その他の銀行あるいは他種の金融機
関においては貸付機会の正味の減少があるのみであろう。さて以上のことから，本プラン
は従来からも進行しつつあった金融業界全体における商業信用業務の消費者信用業務への
転化を一層促進し，一方，業界内部では本プランを実施する銀行以外の各種金融機関に特
に不利な競争的地位の変化をひき起すものと考えられるのである。競争的地位の変化はか
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かる貸付の分野だけにとどまらず，預金吸収の分野においても同様に生じるであろう。と
いうのは，加盟店は義務づけられて本プランを実施する銀行に預金勘定を設けるが，一般
に小売商は多数の銀行との取引を好まない8)結果，本プランを実施しない銀行から実施す
る銀行へのかかる顧客の預金の移動が生じるとみられるからである9)。カード保有者につ
いては，当該銀行に預金勘定を設けることは義務づけられていないが，毎月の本プランに
かかわる債務の支払いの便利さからいって，• おのずから預金取引も行なわれることになろ
う。かくて，本プランは貸付および預金の両分野すなわち銀行業の最も主要な活動の分野
において［それを実施する銀行の競争的地位を高め，実施しない銀行及びその他の金融機
関のかかる地位を逆に低める可能性をもつもので，•この点はある調査に答えた多数の銀行
家によっても認められている10)。
なお，本プランを実施する銀行についてのみ考えられる効果としてつぎのものが一論者
により指摘されている11)。それは従来1件ごとの審査を経て行なわれていたパーソナル
・ローンの大部分が，かかる毎度の審査を必要としない本プランを通じての現金貸付に切
替えられる結果，銀行の貸付コストを低下させるということである。しかし実際にかかる
効果が期待されるであろうか6というのは，これまでパーソナル・ローンといえども，ヵ
ードの1有効期間にあたる 6か月から 1年の間に，同一人から借入がそう何回も重ねてな
されていたわけではないであろうからである。したがって，この面のコスト軽減効果はさ
ほど大きなものではないと考えられる。もっとも本プランの下では，カード保有者は必要
な際にいつでも自由に貸付を受けることができるところから，おそらく 1回当りの借入額
はより小口化し，他方一定期間内の借入回数は多くなるであろう。それ故もしかかる貸付
を従来の方法で行なったとしたら要したであろうところのコストよりiも本プランの場合
のコストは低くなるであろうが，かかる比較は大して意味がない。
さて以上は本プランを実施する銀行に対して，大なり小なりもたらされる有利な効果で
あったが，つぎに不利あるいは不利でないまでも問題視されるべき諸効果をみてみよう。
第1に指摘されるのは信用管理が困難なことに基づくものである。すなわち，カード有
効期間中はカード保有者のイニシアチプで，信用が自動的に供与されるという本プランの
1つの特徴は，その反面カード発行後に返済能力がなくなった保有者のカード使用を，的
確に抑止しえないという逆効果をまたもたらすわけで，その故に本プランは銀行にとって
リスクが比較的に大きし・ヽということである。もっともかかるリスクは，カード発行時の審
査基準を厳しくすることによって軽減しうるかもしれない。しかし，一方では大量にカー
ドを発行しなければ収益的とならない本プランのもう 1つの特徴は，顧客の厳選を困難に
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するのである。もちろん，この種の二律背反的な性格はどのような貸付業務についても一
般にみられるものではあるけれども，本プランの場合はその程度が特に大きいということ
で，事実，この理由で本プランの続行を中止した銀行の例があったことを一調査は明らか
にしている立）。さらにこの信用の自動的な供与に関連して，本プランはつぎのごときも
う1つの危険性を含んでいる。それはすべての顧客の質が優良であっても，本プランが大
規模に実施される場合には，当該銀行b能力を越える過大な貸出が結果的になされてしま
うかもしれないという危険性である。いうまでもなも同種の危険性は，企業信用の分野
においては古くからの当座貸越契約に基づく貸出慣行や，消費者信用分野ではチェック・
クレジットにも存在する。しかしBCカードプランの場合には，それらと比較にならない
ほどの膨大な顧客数の存在という異なった条件が存する。もっともカードを発行しようと
する銀行は，かかる危険性をもあわせ考慮しで慎重に発行枚数やクレジット・ラインの総
額を決定するであろう。しかしながら本業務の歴史はまだ非常に浅く，したがって的確な
判断を下すに必要な経験的資料が未だ十分に存在しないところから，かかる過剰貸出の危
険が生じないとは断言できない。パットマン委員長もさきに本プランをして， ｀｀ 危険にし
て，不健全な銀行業務” ときめつけているが13), その根拠は要するに以上のことにある
ものと思われる14)。もっとも，パットマン委員長と並んで，健全な銀行業を維持し，推
進する立場にある通貨監督官や連邦預金保険会社総裁がBCカード・プランに関し述べた
見解においては，この種の危険性はあまり問題視されていないようであるけれてども。
つぎにある論者によっても指摘されているものであるが，下記のような問題点がある。
それは，このプランの本格的な実施は，他面，当該銀行をして従来の貸出政策の根本的な
改変を必要ならしめるであろうということである15)。既述のごとき自動的な信用供与と
いう本プランの性格の故に，比較的急に生じた金融逼迫時においては，他種の賦払貸付に
おけるがごとくに，その供与額を適宜削減すること16)は困難であろう。むろん，既設の
クレジット・ラインの，例えば2割を全頗客について一律に削減するというがごとき方法
で，それを強行しえないことはない。しかし，一部の銀行が自己の都合でかかる引締めを
行なえばおそらく顧客の不信をかい，その結果当該銀行は，本業務の新設・拡充のために
それまでに払った巨額の費用と莫大な努力の少なからざる部分を水泡に帰すおそれがあ
る。かくて，本プランを本格的に実施してその信用供与額を巨額なものにする時には，従
来の企業貸出優先という録行の一般的な貸出政策を当該銀行は，根本的に再検討せざるを
えないことがあるであろう。それは銀行の利益・不利益に直接関係しはしないが，何百年
と続いてきた貸出慣行の放棄にかかわるだけに，銀行機能の一大変革をひき起さしめる重
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大な問題といわなければならない。
銀行業に関して指摘される本プランの効果の最後のものは，銀行業構造に及ぽす影響で
ある。すでに触れたごとく，本プランの実施には一般に巨額の創業費の投入とコンビュー
ターの利用を必要とする。かかる投資を十分にあるいはどうにかなしうるのは大あるいは
中規模の銀行に限られよう。事実，現在本プランを実施しつつある全銀行の大半はつぎの
数字から想像されるごとくに，これらの規模の銀行によって占められているといってもよ
い状態にある。すなわち，全米における40の最大の銀行（預金高が10億ドル以上）のうち
では約90パーセントが，預金高が5億ドルから10億ドルの銀行においては3分の2以上が
BCカード・プランあるいはチェック・クレジット・プラン（ここでの数字はいずれもチェ
ック・クレジット業務を含んでいることに注意）を実施しているのに対し，預金高が500
万ドル以下の小銀行ではわずかに0.5バーセント弱のものしかこれらの業務を実施してい
ないのである17)。かくて一論者は， BCカード・プラン（及びチェック・クレジット・プ
ラン）は現在のところ大銀行の独占的業務であるようだ，という意味のことさえ述べてい
る18)。以上は要するに，小銀行にとっては本業務についていわゆる参入障壁が存在する
ということである。いくつか前のパラグラフにおいて，本プランは一般金融機関の短期商
業金融業務の一部を本プランの貸付に転化し，またそれを実施しない銀行の預金や他種の
消費者金融業務を，実施する銀行に大なり小なり移転せしめる効果をもつものであること
を述べた。ところで，本プランを実施しない銀行というのが，さきの理由によってその大
部分が小銀行なのであるから，したがって本プランはそれの発達の程度に応じて究極的に
は小銀行の存立基盤を危くする可能性のあるものと考えられるのである。
もっとも，小銀行が本プランを実施して大・中銀行に対抗あるいはそれらと共存しうる
みちが全くないわけではない。たとえば，それは第1節で述ぺた種々の提携方式を利用す
ることである。なおまた，いまなお単一銀行制度が厳しく守られている州（イリノイ，テ
キサスほか16州）の小さな町での競争相手のいない小銀行の場合はその必要さえないであ
ろう。しかしながらその他の州においては，大銀行がその支店網で以て広範囲にかつ大規
模に行なえば行なうほど利用者にとってより便利となり，同時にカード発行銀行にとって
もより収益的となる性格をもつ本プランは，大銀行が小銀行の種々の抵抗を圧倒し，その
市場をうばうのにすこぷる適した武器となりうることをまた意味している。したがって本
プランに対する消費者の態度そしてまた大銀行の態度が今後ますます積極的となる場合に
は，将来，特定地域の小銀行の競争的地位に大きな変化の生じる可能性があるように考え
られるのである19)。
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さて最後に，本カード信用に対する金融統制の効果について触れておこう。まず量的統
制による効果であるが，米国に関するかぎり一般に消費者賦払信用がどのような量的統制
手段によってもうまくコントロールされにくいものであることは，すでに明らかにされて
いるが20), それは本カード信用の場合においても例外ではない。ただ一言つけ加えると，
さきに個々の銀行の貸出政策に及ぼす影響のところで述べた理由に基づき，本カード信用
は他種の消費者賦払貸付よりも一層量的統制の効果が及びにくいであろうと考えられる。
では選択的統制の本カード信用に対する効果はどうであろうか21)。＇第 2次大戦中及び
戦後の2時期において実施された消費者賦払信用統制においては，金融機関の賦払貸付は
つぎのような仕組で規制された。すなわち，同統制の施行規定 (Regulation"W")によ
って特に指定された物品を購入するための賦払貸付に対しては，それらの物品の割賦販売
の場合に同規定によって個々に規定された最長賦払期間及び最低頭金率が適用され，そし
て指定の物品購入以外の用途のための賦払貸付については，ある一律の最長賦払期間のみ
が適用されたのである。
さてここでまずいえることは，購入される物品の種類によって異なった条件を課すとい
うさきの前半に述べたやり方は， BCカード信用に対してはほとんどその実効を期待しえ
ないであろう。というのは本プランにおいては，個々の実際の信用供与に対する貸し手の
承認は事後承認の形をとるので，統制下の他種の賦払貸付の場合のごとくに，個々の貸付
がなされる際に月々の必要返済額を借り手に示して，それをあらかじめよく理解させるこ
ぶま不可能であり，そうかといって借り手に前以て自発的に計算して返済計画を綿密に立
てた上，カード信用を利用するよう望むことは一層むずかしい。それ故，本プランにおい
てこれまではなにをどれだけ購入しようとも，常に一定期間の返済でその債務が消滅する
という簡単な計算に慣れてきているカード保有者に対して，かかる仕組の規制の実施はそ
の返済計画に，ひいてはその利用に混乱を生ぜしめるであろうと考えられるからである。
ついで最低頭金率規制については，本プランの場合特につぎのような抜け道の利用が考え
られるのでまたその効果は疑わしい。それは，必要な頭金の額だけ，同一小売店でかかる
頭金率規制の適用を受けない物品をカードで以て購入したことにする方法である。これは
本プランにのみ可能な抜け道ではないが，しかし本プランにおいて最も利用されやすい抜
け逼と思われるのである。
つぎに最長賦払期間の一律的な短縮あるいはクレジット・ ラインの一律的な削減という
方法での本カード信用に対する統制効果はどうであろうか。従来から許されている一定の
賦払期間やクレジット・ラインがおそらくカード保有者の心に焼きつけられていようか
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ら，統制の実施によるそれらの急な変更（特に不利な方向への）は，借入額を借手が一方
的に決定しうる本プランの場合においては一般に徹底するのに少なからず時間を要するよ
うに思われる。いずれ，カード保有者は新しい条件に当該信用の利用額を適応させるであ
ろうとしても，金融政策は本来短期的な効果をねらいとして，効果のタイミングが特に重
視されるが故に，前記のごとく効果発現に時間的ずれの生ずる可能性があることは問題視
されなければならないであろう。
1)無論これまでにおいても，パーソナル・ローンや百貨店のクレジット・カードを利
用して，非耐久財の賦払購入は多かれ少なかれなされている。けれどもそこでは借入
の面倒さや購入可能範囲が狭いことの故に，かかる購入額は極く限られた程度のもの
と思われるのである。
2) Fecjeral Reserve Bull., Mar. 1967, p. 388. 
3) 1967年11月4日，ワシントン発 UnitedPress Internatzonal (UP I)における，
J. Hallの論説参照；
4)アメリカ銀行家協会 (ABA)編の "TheCommercial Banking Industry"の
中で，チャージ・アカウント・バンキング・プラン (BCカード・プランとほぼ同じ
もの）によって小売店が享受する利点の数々が挙示されているが，上述した以外に特
に重要と思われるものは指摘されていない (T.加 CommercialBanking Industry, 
ed. American Bankers Assn.<Englewood Clifs, 1962>, p.166参照）。
5)かかる機構は技術的にはすでに問題はなく， しかも現に "touch-tone phone 
sy!>tem"あるいは "push-buttonbanking"という通称で，デラウエアー州のウィル
ミントンで試験的に実施中といわれている("Bank Tests Touch-Tone," Banking, 
June 1966, p. 120参照）。なおオートマチック・トランスファー・システムについて
は， R.E. Sprague, "System for Automatic Value Exchange," Banking, June 
1966, pp.117~120に比較的くわしき解説がある。
6) C. H. Phillips, Bank Credit (New York, 1921), p. 54. 
7)個別銀行での一定額の過剰準備に基づく預金創造限度額（ただし付加的貸出額がそ
のまま振替えられた段階での預金の創造限度額） Xは，付加的に創造された預金額に
対する C1の割合を 1-k,必要準備率をr,そして過剰準備額をEでそれぞれあらわ
E す時， X= なる方程式で求められる。本式は周知のフィリップスの公式kr+l-k 
(ibid., p. 55)とXの解釈が若干異なるだけで実質的には同ーである。ところでBC
カード・プランはすでに述べた理由により，それがない場合より rの値を小さく逆に
Kの値を大きくするが故に， Xはさもない場合よりも当然に大となる。同様に銀行組
E 
織全体についてみた預金創造限度額 X'は，さきのものと同型の， X'=k'r+l-k' 
で以てやはり求められるので，それはさもない場合よりまた大となる。なお銀行組識
E 全体の場合の預金創造限度額は， D=ー 一ーなる式で求められるのが普通である（例r+q 
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えば， A.G. Hart and F. B. Kenen, Money Debt and Economic Activity, 3rd 
ed.<Englewood Clifs, 1961>, p. 68参照）。けれどもこの式における DはX'から
銀行組織外への現金流出額を差引いた残りの預金額であり， したがって D は個別銀
行における創造限度額 X と異質のものであるので， これら 2つの場合についての説
明を一貰的なものにするため， X'= E 
k'r+l-k' 
というさきの式を用いることにし
E 
た。ついでに述べておくと， D=k'X'なるが故に， X'= と D
E 
k'r+l-k' ＝ r+q 
における k'とqとの間にはつぎのごとき一義的な関係が存在している。すなわち，
D=k'• E この右辺を変形すると E 
k'r+l-k' 'r+l-k'/k' 
となり，かくて， q= 
l-k' k' となる。したがつてまた k'=―L となる。l+q 
8)その理由の 1つはおそらく，米国においては日本と異なり， regularchecking 
account (事業者用小切手勘定）についても， 月中の預金平均残高が一定額（例えば
500ドル）を下回る時には， 小切手の利用毎に一定額の料金を支払わねばならないの
で，預金の分散による無駄な出費を避けんがためであると想像される。
9) R. Johnston, "Credit-and Credit Cards, "Monthly Rev. (Federal Reserve Bank 
of San Francisco), Sept. 1967, p.174参照。
10) R. W. Pullen and F. D. 0℃ onnell, Supplement to Bank Credit Card and 
Related Plans, New England Business Rev. Dec. 1966 (Federal Reserve Bank 
of Boston, 1967), p. 22参照。
11) Johnston, op. cit., p. 174参照。
12) "Fourth District Developments in Bank Credit Card and Check-Credit 
Plans," Economic Rev. (Federal Reserve Bank of Cleveland), Apr. 1967, p. 34 
参照。
13) Hall, loc. cit. 
14)なお，銀行家の立場から， BCカードプランの種々の危険性を指摘したものに， C.
A. Agemian, "What They Say about Credit Cards-It Ain't Necessarily So," 
Bankers'Mag., Nov. 1967, pp. 239~244がある。
15) Johnston, op. cit., pp.175~176参照。
16)例えば1966年中における賦払信用の新規供与額の伸びの鈍化の主因の 1つは金融
逼迫に基づく銀行の貸し控えであったといわれている ("ConsumerInstalment 
Credit," Federal Reserve Bull., Mar. 1967, p. 343参照）。
. 17) Johnston, op. cit., p.174参照。
18) loc, cit. 
19)もっとも，小銀行は大銀行のかかる攻勢に抵抗しうる種々の手段をもっているとし
て，楽観論をとなえる論者もある。そこでは，創業費のあまりかからないチェック・
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クレジット・プランやオーバードラフト・プラン（普通の個人小切手を用いる点以外
はチェック・クレジットと同じ）の実施あるいはT&Eカード網への参加などがあげ
られている(J.W. Mcleary, "Credit Cards—Can Small Banks Compete?," Month-
ly Rev. (Federal Reserve Bank of Atlanta), Feb. 1968, pp.18~21参照）。
20)矢島保男「米国における量的金融政策と消費者信用統制」『早稲田商学』 162号（昭
和37年10月）， 103~116ページにおいてこの問題点が詳細に分析されている。
21)他種の消費者賦払信用に対する選択的統制の一般的な効果については， 拙稿， 「消
費者信用統制一新しき統制方法についての一試案」， 『金融学会報告XI』, 13~27ペー
ジ参照。
5. 要約と今後の発達における問題点
本節では以上に述ぺたもののうち，特に重要と思われる諸点をなるぺ＜綜合するような
形で要約したい。
まず， BCカード・プランで以て授受される信用は，消費者信用に商業信用が結びつい
たものでなければ，また小売信用でもなくして，供与者が銀行のみであるところの1回払
いあるいは賦払いの現金信用である。ところで，本信用は多くの場合消費者の物品購入に
即して供与されるものであるが故に，本信用は小売店がこれまで独自に実施していた掛売
あるいは賦払信用に大なり小なりとってかわることとなり，したがってその程度に応じて
各種金融機関に対するかかる小売店の受取勘定金融についての需要が当然に減少すること
となろう。これは各種金融機関の貸付分野における競争的地位に少なからざる変化を与え
うることを意味する。一方小売店については，彼らの側からすれば，それは現金販売とほ
とんど変わりはないのに，顧客の側には信用販売と同一のサービスを提供しうるわけであ
るから，これまで金融的・事務的能力の欠如の故に，あるいはリスクを嫌って信用販売を
行なわなかった小売店をも含め，より多数のそして多種多様の小売店がより多数の顧客に
対して，かかる実質的な意味の信用販売を実施することを可能にするであろう。ところで
商業信用を通じての銀行の消費者に対する間接的な信用供与は，これまでもすでに銀行の
消費者に対する直接的な信用供与によって除々にとってかわられつつあったが，本プラン
の実施によりその傾向が大いに高まる可能性が生じたわけである。古くから銀行の主たる
機能は商業に対する信用の供与と考えられてきた。したがって本プランの実施は単に信用
の供給経路の変化を意味するだけでなく，近年において生じつつあった銀行機能の変化を
一層はっきりとさせるものであることをまた意味しよう。かくてそこには銀行の機能や流
動性の根拠に関して改めて根本的に考え直さなければならない重要な諸問題が含まれてい
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るように思われるのである。
つぎに本プランは，一定のクレジット・ラインの範囲内ではあるが，その信用授受が供
与者の意志に全くよらずして，借手たる消費者の一方的な自由意思に基づいて実現すると
いう特徴をもつ。この特徴はチェック・クレジットも有するが，本プランのカードの通用
範囲は個人小切手よりもはるかに広いが故に，つぎのような多大の影響を与えるものと想
像される。まず信用利用が著しく容易になり，また賦払信用で以て実際に購入される財・
サービスが多様化する結果，消費・貯蓄パクーンに目立った変化が生ずるほどにそれは消
費者の賦払信用利用を高めるかもしれない。要するにそれははるかにより多くの消費者
に，はるかにより多くの信用利用機会を与えるものなのである。一方これと表裏して，公
衆の現金需要ならびに小切手の使用は当然に減少するであろう。小切手の減少による銀行
の事務量の軽減効果は現在のところ乏しいが，現金需要の減少はその程度に応じて銀行の
自発的な準備率を低下せしめ，ひいてはその預金創造能力に影響を与えるであろう。さら
に信用の自動的供与という特徴は銀行に対してつぎのごとき問題点をもたらす。それら
は，カード保有者の信用状態の変化を把握しえないことから生ずる危険性，全体としての
顧客の信用利用を適宜コントロールしえないことから生ずる過剰貸出の危険性，また同理
由に基づき銀行がその資産構造を適宜変化せしめえないとしヽう不自由さ（これは時には企
業に対する貸出優先という伝統的な政策の変更を強いるかもしれない），という諸点であ
る。なおまた前記の特徴は，金融の量的統制はもとより消費者信用に対する選択的統制の
効果をも不的確なものにする可能性をもっている。
さて以上の要約から明らかなごとく，本プランの実施は実に多くの面において問題とな
りうる点を含んでいる。もっとも指摘されたような大きな影響が現実に現われるか否か
は， 1つには本プランの今後の発達の程度如何にかかっている。しかしそれを予測するこ
とははなはだ困難であって，以上に引用されたいずれの論文においてもこの点については
みるべき言及がなされていない。まして小稿がそれをなしうるわけはなく，ここではただ
今後の発達の程度とスビードを決定づける主な要因と思われるものを指摘するにとどめた
い。まず利用者側についていえば，本プランに対する彼らの態度は若干の例外があるにし
ても丸現在のところ一般に積極的なもののようである。それ故全体としての消費者の信
用利用の程度は，単一銀行制度がいまなお支配的な米国においては， 14,000に近い数の全
銀行のうち大多数を占める小銀行のどれだけ多くが今後本プランを実施して，どれだけ多
くの消費者にBCカードの利用機会を与えるかに依存しよう。ところで，・ 1967年の春にお
いて本プランをまだ実施していないと推計される約12,800の銀行にとり，本プランを実施
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する上に特に9問題となる条件は，顧客の反応を別とすれば (1)収益性が高くなくてはなら
ない， (2)必要事務の大量高速処理が可能なこと， (3)リスクが妥当な低さのものであるこ
と，・ (4)創業費が負担可能な額のものであること等であろう。これらのうち， (1),(2)の条件
はすでにみたされているとみてもよい。 (3)についてはこれまでの実績が良かれ悪しかれ未
だ十分な長さの期間に関してのものではないの、で，いましばらくその結果が見守られなけ
ればならない。 (4)の創業費は未実施の大多数を占める小銀行にとっては，既述の通り到底
負担しえない莫大な額であるのでこれが最大の制約条件となる。しかし，第1節および第
2節で触れた各種の提携方式による多数銀行間での本業務の協同化は，この問題をある程
度解決しうるので，小銀行にとっても本プランヘ乗り出すみちがないわけでは決してな
い。なお以上の条件のほかに，地方の小村の小銀行（米国ではかかる銀行が少なくない）
の場合，あまりにも狭あいな市場がもう 1つの問題点としてつけ加わるようにみえる。し
かしこの点も市場の境界を取り払う効果をももつさきの協同化によって，大なり小なり解. . . . .. . 
決されぬものではなかろう。かくて，本プランの発達の程度とスビードはここしばらくの
期間についていえば， リスクに関して遠からず明らかとなる実績如何と各種方式による本
業務の協同実施に対する小銀行の反応の程度とその速さに主として依存するもののように
思われるのである。
ところで，現在もし大多数の銀行が本プランを実施したとして，他種の消費者信用から
当該信用に移行しうる総額は，技術的見地のみからすればおよそ250億ドル前後と考えら
れる。これは全銀行の個人貸付残高に，自動車以外の財購入のための貸付残高と，百貨店
及び自動車デーラー以外の一般小売店の信用供与残高を合計した金額である2)。勿論これ
は移行可能限度額であって，実際に移行するかもしれない額はおそらくそれの数分の1に
とどまろう。それにしても現在1回払いを含めた全消費者信用残高の約960億ドル(1967年
9月末現在的）に対比して非常に少ない額とはいえず，かくてもしかかる金額が現実のも
のとなれば，それはこれまでに指摘された数々の諸効果を生みだし，あるいは諸影響を与
えるに不十分な大きさのものとは考えられないのである。
1)例えば一調査において，メーン及びバーモント両州のいく人かの銀行家は，そこで
の住民は余りにも保守的であってBCカードの利用を好まないであろう，という意味
のことを述べている (R.W. Pullen and F. D. 0℃ onnel, Supplement to Bank 
Credit Card and Related Pl ans, New England Business Rev. Dec. 1966 
<Federal Reserve Bank of Boston, 1967>, p. 15参照。
2)商業銀行が供与する自動車ローン及び住宅改良貸付は， BCカード・プランにおけ
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る比較的に低い最高貸付限度額及び比較的に短かい最長賦払期間の故に，また他種金
融機関の賦払貸付はその借手の信用状態が銀行の基準に一般に合致しないと思われる
ので，また百貨店及び各種サービス機関の賦払信用供与分はBCカード・プランと直
接に競合するので，これらはいずれも差し当っては本プランの下での貸付に移行しな
いとして除外した。
3) Federal Reserve Bull., Nov. 1967, p. 1970. 
（追記）本文脱稿後に BCカードに関する最初の包括的な実態調査資料 (American
Bankers Association, Credit Card a叫 RevolvingCredit Survey<ABA, 1967>)を
入手し得たが，そこにはいくつかの興味ある調査結果が明らかにされているので，それら
をここで簡単に紹介しておこう。この調査は全米の銀行（約13,800行）から層化抽出法に
よって選ばれた4,100の商業銀行を対象として， 1967年3月に郵送法で以で実施されたも
のである（回収率は73.6バーセント）。なお，文の末尾の（ ）内の数字は当該資料の
「表」番号を，そしてそれに続くく＞内の数字はそれぞれの調査結果に関係の深き事項
が述べられている拙稿の「部の番号及びページ数」を示している。
(1) BCカード・プランを実施している銀行数の全体に占める比率は10.4パーセントで
あった (Table1) <1部・ 56ペー ジ＞。
(2) BCカードによる現金貸付サービスを行なっている銀行の全体に占める比率は84.2
パーセントであった (Table42) < 1部・ 49ペー ジ＞。
(3) カードを発行する前に，その一部あるいは全部について，顧客の信用調査を行なわ
なかった銀行の比率は54バーセントであった (Table45) < 1部・ 49ペー ジ＞。
(4) BCカードによる毎月の利用額の一部あるいは全部を賦払貸付に切替える顧客数の
全体の占める比率は約60バーセントであった (Table35) < 1部・ 50及び53ペー ジ＞。
(5¥ かかる賦払貸付の金利の高さは，全体の67.3バーセントの銀行においては月1.5バ
セーント， 25バーセントの銀行では1バーセントであった。なおこの金利が比較的に高い
のは「東北中央地区」及び「東南中央地区」そして比較的に低いのは「中部大西洋地区」
及び「南部大西洋地区」であった (Table28) < 1部・ 50及び53ペー ジ＞。
(6) カード発行銀行が加盟店にカードによる売上金額を支払う際に課徴する割引率は，
全体の30.7バーセントの銀行では3バーセント以下， 28.4バーセントの銀行では3~3.9
パーセントそして22.2バーセントの銀行では4~4.9バーセソトであった。なお，かかる
割引率が比較的に低いのは「東北中央地区」そして比較的に高いのは「中部大西洋地区」
及び「南部大西洋地区」であった。 (Table32) < 1部・ 53ペー ジ＞。 （以上）
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